
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　方位方向に分割された複数のサブエリアから成る検知エリア内にビームを順次放射し、
各サブエリアで発生した反射波を受信し、その反射波の周波数、受信レベルその他の電気
的特性を検出し、この検出結果に基づき前記反射波を発生させた反射体までの距離その他
の情報を検知する機能を備えた車載レーダ装置において、
　前記反射体までの距離がほぼ同一と見なされ、かつ受信レベルが所定値以上の一連のサ
ブエリアについては、これらのサブエリアにわたって単一の反射体が存在すると判定し管
理する処理手段と、前記管理中の単一の反射体を形成する任意のサブエリア内の反射波が
消滅した場合にはこの消滅した反射波を補間する補間手段とを備え
　

たことを特徴と
する車載レーダ装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記補間手段は、前記反射波の消滅が検出された任意のサブエリア内の反射波を、今回
の走査で得られた、反射波が検出された隣接するサブエリアにおける反射波の周波数、レ
ベルその他の電気的特性を用いて補間する手段を備えたことを特徴とする車載レーダ装置
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、
前記補間手段は、前記各サブエリア内の前記反射波の存否を二値信号の“１”と“０”

とで表わし、各サブエリアの配列方向に沿って配列した“１”と“０”のビットパターン
を、前回あるいはそれ以前の走査と今回の走査で得られたものどうし比較することにより
、前記任意のサブエリア内の反射波が消滅したことを検出する手段を備え



。
【請求項３】
　請求項１において、
　前記補間手段は、前記反射波の消滅が検出された任意のサブエリア内の反射波を、前回
あるいはそれ以前の走査で得られた同一のサブエリアにおける反射波の周波数、レベルそ
の他の電気的特性を用いて補間する手段を備えたことを特徴とする車載レーダ装置。
【請求項４】
　方位方向に分割された複数のサブエリアから成る検知エリア内にビームを順次放射し、
各サブエリアで発生した反射波を受信し、その反射波の周波数、受信レベルその他の電気
的特性を検出し、この検出結果に基づき前記反射波を発生させた反射体までの距離その他
の情報を検知する機能を備えた車載レーダ装置において、
　前記反射体までの距離がほぼ同一と見なされ、かつレベルが所定値以上の一連のサブエ
リアについては、これらのサブエリアにわたって単一の反射体が存在すると判定し管理す
る処理手段と、前記管理中の単一の反射体の隣接するサブエリアでの連続状況を監視する
監視手段とを備
　

たことを特徴とする
車載レーダ装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、前走車の追従や衝突防止用警報装置などに利用されるビーム走査型の車載レー
ダ装置に関するものであり、特に、先行車両などの反射体を方位方向に分割された一連の
サブエリアにわたって存在する単一の反射体として検知・管理し、任意のサブエリア内の
反射波が消滅した場合にはこれを補間し、反射体の位置を正確に検出するする手段を備え
た車載レーダ装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
前走車の追従や衝突防止用などへの応用を目的として、超音波や電磁波などのビームを送
信して反射体からの反射波を受信し、その距離、方位、相対速度などの情報を検出する車
載レーダ装置の開発が行われている。
【０００３】
車載レーダ装置、特に前方監視用の車載レーダ装置では、鋭い指向性を持ったビームを車
両前方のある角度の範囲にわたって機械的、あるいは電気的に走査を行うことにより、反
射体までの距離及び方位を得るように構成されている。本出願人が取得した特許第 256733
2 号などには、電波のビームを電気的に走査し、反射波の受信レベルに応じた重み付け平
均化処理を行って反射体の方位を検出するように構成された時分割レーダシステムが開示
されている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
一般に車載レーダ装置では、反射体が遠方にある場合や、天候や路面状況などによって反
射波のＳＮ比が低下して所定の閾値に達しない場合がある。また、路側物や周辺の他車な
どの複数の反射体が存在する場合、相互に影響を受けることによって周波数のずれ、受信
レベルの低下などを引き起こす場合がある。その結果、反射波の検出が困難になり、反射
体の位置精度が低下したり全く検知できなくなるなどの問題が起きる。従って、本発明の
目的は、特にこのような悪条件のもとでも反射体の動きを簡易に検出でき、距離、方位な
どの検出精度が低下しない車載レーダ装置を提供することにある。
【０００５】
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え、
前記監視手段は、前記各サブエリア内の前記反射波の存否を二値信号の“１”と“０”

とで表わし、各サブエリアの配列方向に沿って配列した“１”と“０”のビットパターン
をこの配列方向に走査した場合のビットの反転回数を計数することにより、前記反射体が
任意の連続するサブエリアに存在するかどうかを検出する手段を備え



【課題を解決するための手段】
上記従来技術の課題を解決する第１の発明の車載レーダ装置は、検知された反射体の距離
がほぼ同一と見なされ、かつ反射波のレベルが所定値以上の一連のサブエリアについては
、これらのサブエリアにわたって単一の反射体が存在すると判定して管理する処理手段と
、上記管理中の単一の反射体を形成する任意のサブエリア内の反射波が消滅した場合には
、この消滅した反射波を補間する補間手段とを備えている。
【０００６】
　

【０００７】
　

【０００８】
　

【０００９】

　

【００１０】
　

【００１１】
【実施例】
図５は、本発明の一実施例を示す車載ＦＭレーダ装置の構成を示すブロック図であり、１
０は各送受信チャンネルの送受信アンテナ、２０はＦＭ信号発生回路、
３０は送信部、４０は受信部、５０は検出・制御部である。
【００１２】
この実施例では、５個の送受信チャンネルＡ～Ｅが設置されており、これらの送受信チャ
ンネルのそれぞれには送信アンテナ１１ａ～１１ｅと、受信アンテナ１２ａ～１２ｅとが
設置されている。各送受信チャンネルの送信アンテナ１１ａ～１１ｅは、方位角が少しず
つ異なる向きにビームを放射するように設置されており、各送信アンテナから放射された
ビームによって生じた反射波は、同一又は近接の送受信チャンネル内の受信アンテナに受
信される。このような送信アンテナと受信アンテナのそれぞれは、例えば、共通のパラボ
ラ反射鏡と、このパラボラ反射鏡の焦点に隣接する箇所にこの反射鏡に対向するように配
列された平面アレイアンテナなどの一次放射器から成るデフォーカス・パラボリック・マ
ルチビーム・アンテナなどによって実現される。
【００１３】
ＦＭ信号発生回路２０は、例えば、 20GHz 程度の準ミリ波帯の電波を発生する電圧制御発
振器（ＶＣＯ）２１と、この電圧制御発振器２１に三角形状の変調電圧を供給する掃引回
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そして、上記補間手段は、各サブエリア内の反射波の存否を二値信号の“１”と“０”
とで表わし、各サブエリアの配列方向に沿って配列した“１”と“０”のビットパターン
を、前回あるいはそれ以前の走査と今回の走査で得られたものどうし比較することにより
、前記任意のサブエリア内の反射波が消滅したことを検出する手段を備えている。

上記従来技術の課題を解決する第２の発明の車載レーダ装置は、検知された反射体の距
離がほぼ同一と見なされ、かつ反射波のレベルが所定値以上の一連のサブエリアについて
は、これらのサブエリアにわたって単一の反射体が存在すると判定し管理する処理手段と
、上記管理中の単一の反射体の、隣接するサブエリアでの連続状況を監視する監視手段と
を備えている。

そして、上記監視手段は、各サブエリア内の反射波の存否を二値信号の“１”と“０”
とで表わし、各サブエリアの配列方向に沿って配列した“１”と“０”のビットパターン
を、この配列方向に走査した場合のビットの反転回数を計数することにより、反射体が任
意の連続するサブエリアに存在するかどうかを検出する手段を備えている。

【発明の実施の形態】
上記第１の発明の好適な実施の形態によれば、上記補間手段は、各サブエリア内の反射

波を、今回の走査で得られた、反射波が検出された隣接するサブエリアにおける反射波の
周波数、レベルその他の電気的特性を用いて補間する手段を備えている。

上記第１の発明の他の好適な実施の形態によれば、上記補間手段は、反射波の消滅が検
出された任意のサブエリア内の反射波を、前回あるいはそれ以前の走査で得られた同一の
サブエリアにおける反射波の周波数、レベルその他の電気的特性を用いて補間する手段を
備えている。



路２２と、電圧分割回路２３とから構成されている。送信部３０は、送信スイッチング回
路３１と、３逓倍回路３２ａ～３２ｅとから構成されており、受信部４０は、局発スイッ
チング回路４１と、３逓倍回路４２ａ～４２ｅと、ミキサー４３ａ～４３ｅと、ビートセ
レクタ４４とから構成されている。
検出・制御部５０は、ＣＰＵ５１と、増幅回路５２と、Ａ／Ｄ変換回路５３と、高速フー
リエ変換回路（ＦＦＴ）５４と、タイミング制御回路５５とから構成されている。
【００１４】
ＦＭ信号発生回路２０は、 20GHz 帯の周波数を中心として所定周期で直線的に変化するほ
ぼ一定レベルの準ミリ波帯のＦＭ信号を発生し、これを電圧分割回路２３でほぼ２等分し
、２等分した一方を送信部３０に、他方を受信部４０に供給する。送信部３０は、前段の
ＦＭ信号発生回路２０から供給された準ミリ波帯のＦＭ信号を、送信スイッチング回路３
１で各送信チャンネルに分配したのち、３逓倍回路３２ａ～３２ｅで３逓倍することによ
り 60GHz 帯のミリ波帯のＦＭ信号に変換し、送信アンテナ１１ａ～１１ｅに順次供給する
ことにより各送信アンテナから順次車両の前方に放射させる。
【００１５】
送信アンテナ１１ａ～１１ｅから車両の前方に放射されたＦＭ信号の一部は、先行車両な
どの反射体によって反射され、受信アンテナ１２ａ～１２ｅの一部に受信される。受信ア
ンテナ１２ａ～１２ｅに受信された反射ＦＭ信号は、受信部４０内の各受信チャンネルの
ミキサー４３ａ～４３ｅのそれぞれの一方の入力端子に供給される。ミキサー４３ａ～４
３ｅのそれぞれの他方の入力端子には、前段のＦＭ信号発生回路２０から供給されるＦＭ
信号のうち、局発スイッチング回路４１で所定のタイミングで選択されたものが、３逓倍
回路４２ａ～４２ｅの一つによって周波数が３逓倍され、ミリ波帯の局発ＦＭ信号として
供給される。
【００１６】
ミキサー４３ａ～４３ｅからは、反射ＦＭ信号と局発ＦＭ信号とのビート信号が出力され
る。各送受信チャンネルのビート信号は、ビートセレクタ４４で順次選択され、検出・制
御部５０の増幅回路５２に供給される。増幅回路５２で増幅されたビート信号は、Ａ／Ｄ
変換回路５３でディジタル信号に変換されたのち、高速フーリエ変換回路５４に供給され
、ここでビート信号の周波数スペクトルに変換されてＣＰＵ５１に供給される。ＣＰＵ５
１は、このビート信号の周波数スペクトルから反射ＦＭ波を発生させた反射体の距離や方
位など反射体に関する各種の情報を検出する。ＣＰＵ５１は、この情報の検出と並行して
、タイミング制御回路５５を介してこのＦＭレーダ装置内の各部の動作を制御する。
【００１７】
図１は、５個のサブエリアＤａ～Ｄｅから成る検知エリアＤと、管理エリアＭとの関係を
説明するための概念図である。５個のサブエリアＤａ～Ｄｅのそれぞれに対して、図５に
示した送受信チャンネルＡ～Ｅのそれぞれから、対応のサブエリアの幅と略同程度の幅の
ビームが放射され、対応のサブエリア内で発生した反射波の受信が行われる。送受信アン
テナを前述したデフォーカス・パラボリック・マルチビーム・アンテナで実現する場合、
反射鏡をはじめとする各部の寸法は車両の横幅に比べて十分に小さな値に設定される。こ
のため、アンテナから放射されるビームによって形成される各サブエリアは、送受信アン
テナの中心を要として車両の前方に向けて放射状に拡がる扇形状を呈する。
【００１８】
一方、管理領域Ｍは、上記５個のサブエリアＤ a ～Ｄ e から成る検知エリアＤ内で検知さ
れた先行車両などの反射体の動きを管理するための領域である。この管理領域Ｍは、この
検知エリアＤと、この検知エリアＤの両端に形成された車両の横幅程度の幅を有する周辺
サブエリアＭ a ，Ｍ e とから構成される。
【００１９】
図 2 は、各サブエリア内で異なる時刻に検出されるほぼ同一のビート周波数を有する反射
波の有無の一例を示す概念図である。図中、下方に向かって時間軸が設定され、下方に向
かうほど時間が経過することを示している。各時刻ｔ 1 ，ｔ 2 ，ｔ 3 ・・・において各サ
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ブエリア内に表示された●印は、対応の各時刻において対応のサブエリア内にほぼ同一の
ビート周波数の反射波が検知され、受信された反射波のレベルが所定の閾値以上であるこ
とを示している。ここで、本実施例の車載ＦＭレーダの場合、各サブエリアから受信され
た反射波のビート周波数がほぼ同一であるということは、各反射波が車両からほぼ同一の
距離に存在する反射体によって生じた反射波であること、すなわち、各サブエリアをまた
いで存在する先行車両などの単一の反射体によって生じた反射波であることを意味してい
る。
【００２０】
また、各時刻において各サブエリア内に表示された○印は、反射波が補間されたことを示
している。この反射波の補間は、そのサブエリア内にほぼ同一周波数の反射波が存在しな
いけれども、前回走査時と今回走査時の検知結果とを考慮すると、前回走査時とほぼ同一
周波数の反射波がこのサブエリア内に存在すると見做されることとによって行われる。こ
の補間は、先行車両によって代表される反射体の時間的、空間的連続性を確保するように
行われる。
【００２１】
具体的に説明すると、隣接する時刻ｔ 1 ，ｔ 2 のそれぞれにおいては、●で示されるよう
に、一連の隣接する４個のサブエリアＤａ～Ｄｄ内でいずれもほぼ同一周波数の反射波が
検知されている。次の時刻ｔ 3 においては、サブエリアＤｃ内ではほぼ同一周波数の反射
波は検知されない。しかしながら、直前の時刻ｔ 2 における走査結果として一連の隣接す
る４個のサブエリアＤａ～Ｄｄ内のそれぞれでほぼ同一周波数の反射波が検知されており
、また、着目するサブエリアＤｃを除く隣接の３個のサブエリアＤａ，Ｄｂ，Ｄｃのそれ
ぞれほぼ同一周波数の反射波が検知されている。この結果、隣接するサブエリアで検知さ
れた反射波とほぼ同一周波数の反射波がこのサブエリアＤｃ内で生じたにもかかわらずこ
れが何らかの原因によって消滅ないしは検知され損なったと見做され、今回の走査におい
て隣接するサブエリアで検知された反射波とほぼ同一周波数の反射波の検知結果によって
補間されるか、または、前回あるいはそれ以前の同一反射波における同一サブエリアの検
知結果によって補間される。
【００２２】
次の時刻ｔ 4 においては、隣接する４個のサブエリアＤａ～Ｄｄのいずれにおいてもほぼ
同一周波数の反射波は検知されない。しかしながら、直前の時刻ｔ 3 における走査結果が
考慮され、○印で示されるように、隣接する４個のサブエリアＤａ～Ｄｄのいずれについ
てもほぼ同一周波数の反射波が補間される。この補間に際しては、反射波によるビート信
号の周波数に基づいて予め検知され管理されている距離と、その時間変化量（自車両と反
射体との相対速度）とによって、今回の走査では実際には検知されていないビート信号の
周波数、あるいは反射体との距離が補われる。
【００２３】
図３は、各サブエリア内における反射波の消滅を検知するための好適な方法を説明するた
めの概念図である。この検知方法によれば、各サブエリア内の反射波の存否を二値信号の
“１”と“０”とで表わされ、サブエリアの配列方向に沿って配列した“１”と“０”の
ビットパターンが、前回の走査と今回の走査で得られたものどうしを比較することにより
、あるサブエリア内の反射波が消滅したことが検出される。このようなビートパターンは
、時刻ｔ 1 とｔ 2 では、いずれも「１１１１０」であり、時刻ｔ 3 では「１１０１０」で
ある。時刻ｔ 1 とｔ 2 のビートパターンの排他的論理和は「０００００」となり、反射波
の消滅は検知されない。これに対して、時刻ｔ 2 とｔ 3 のビートパターンの排他的論理和
は「００１００」となり、ビットの“１”の出現によってサブエリアＤｃにおける反射波
の消滅が検知される。
【００２４】
図４は、各サブエリア内の反射波の消滅及び一連の反射波の連続状況を得るための好適な
方法を説明するための概念図である。この検知方法によれば、各サブエリア内の反射波の
存否を二値信号の“１”と“０”とで表わされ、サブエリアの配列方向に沿って配列され
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たビットパターンが形成される。このビットパターンをこの配列方向に走査した場合の、
隣接するビット間の反転回数が計数され、一連の反射波の隣接するサブエリアに渡る連続
状況が得られ、また前回の走査と今回の走査で得られたものどうしの反転回数を比較する
ことにより、サブエリア内の反射波の消滅が検知される。
【００２５】
図４の例では、時刻ｔ 1 における反転回数は０回であり反射体が全サブエリアで検知され
ていることを示す。時刻ｔ 2 における反転回数は１回であり、検知されているサブエリア
と検知されていないサブエリアがそれぞれ連続していることを示す。ｔ 3 における反転回
数は２回であり、反射体は検知エリアの中央に検知されていることを示す。ｔ４における
反転回数は３回であり、反射体が隣接するサブエリアに連続して検知されていないことを
示し、この場合のサブエリアでの反射波の消滅が考えられる。また、前回の走査と今回の
走査で得られた反転回数を比較することにより反射体の検知状況の変化や反射波の消滅が
検出される。
【００２６】
また、時間の経過とともに時刻ｔ１の状態からｔ５の状態に変化した場合を考えると、反
転回数は同じ 1 回であるが検知されているサブエリア数は 4 個から 3 個に減少することか
ら、反射体が検知エリア外に移動しつつあることも考えられる。このように検知・非検知
の反転回数と検知されているサブエリア数を監視することによって、検知エリア内での反
射体の動きを検出することができる。
【００２７】
以上の説明では、検知エリアＤ内の各サブエリアについて所定の閾値以上の反射波が検出
されたか否かのみが問題にされた。しかしながら、反射体の横方向の中心の位置を決定す
るに際しては、反射波の受信レベルによる方位角の重み付け平均値を使用することもでき
る。すなわち、扇形状の各サブエリアの中心線の方位角をθａ，θｂ，θｃ，θｄ，θｅ
とおき、各サブエリアについて得られた反射波の受信レベルをＬａ，Ｌｂ，Ｌｃ，Ｌｄ，
Ｌｅと置くと、反射体の横方向の中心の位置Θは、次のような重み付け平均値として算定
される。
　
　
　
【００２８】
また、送受信アンテナについては、各送信アンテナと受信アンテナを共通のパラボラ反射
鏡と、この反射鏡の焦点の近傍の隣接する位置に配置された平面アレイアンテナなどの一
次放射器から成るデフォーカス・パラボリック・マルチビーム・アンテナで構成される場
合を例示した。しかしながら、単一の送信アンテナから全検知エリアにわたってほぼ均一
なレベルのビームを放射し、各サブエリア内で発生した反射波を各サブエリアを覆う狭い
指向性の複数の受信アンテナのそれぞれで受信するような構成や、これとは逆に、各サブ
エリア内に狭い指向性の送信アンテナからビームを放射し、各サブエリア内で発生した反
射波を広い指向性の単一の送信アンテナで受信するような構成とすることもできる。
【００２９】
また、周波数変調波を放射するＦＭレーダの場合を例示したが、このような周波数変調波
の代わりに振幅変調波を放射してその反射波を受信するＡＭレーダ、あるいは、パルス状
の電波を放射してその反射波を受信し、放射から受信までの時間差から反射体までの距離
を検知するパルスレーダなど他の方式を適用するともできる。
【００３０】
さらに、ミリ波帯の電波を放射してその反射波を受信する構成を例示したが、マイクロ波
帯など他の周波数の電磁波、あるいは、レーザ光や、超音波などの他の適宜な波動を放射
してその反射波を受信することにより反射体の距離や方位を検知する構成とすることもで
きる。
【００３１】
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【発明の効果】
本発明の車載レーダ装置は、検知された反射波の距離がほぼ同一と見なされ、かつ受信レ
ベルが所定値以上の一連のサブエリアについては、これらのサブエリアにわたって単一の
反射体が存在すると判定し、この反射体の各サブエリアでの検知状況を検出、監視すると
共に、管理中の単一の反射体を形成するいずれかのサブエリア内の反射波が消滅した場合
には他の検知結果をもとに補間を行なう構成であるから、低受信レベルなどの状況のもと
でも反射体の検出位置精度の低下を防止できる。
【００３２】
　本発明の 反射体の検知状況の検出を

簡単に行なえるため、補間を行なうかどうかの判断、および
反射体の検知エリア内での監視を簡素化することが出来る。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の他の実施例の車載レーダ装置による検知エリアと管理エリアとの関係を
説明するための概念図である。
【図２】本発明の一実施例の車載レーダ装置における検知エリアと反射波の有無との関係
を説明するための概念図である。
【図３】上記実施例の車載レーダ装置において各サブエリア内の反射波の消滅の検知方法
の一例を説明するための概念図である。
【図４】上記実施例の車載レーダ装置において各サブエリア内の反射体の検知状況の検出
方法の一例を説明するための概念図である。
【図５】上記各実施例の車載レーダ装置の構成を示すブロック図である。
【符号の説明】
Ｄ　　　　検知エリア
Ｄａ～Ｄｅサブエリア
Ｍ　　　　管理エリア
Ｍａ , Ｍｅ　周辺サブエリア
Ｐ　　　　検知された反射体の中心の位置
Ｗ　　　　検知された反射体の横幅
10　　　　送受信アンテナ
11a ～ 11e 送信アンテナ
12a ～ 12e 受信アンテナ
20　　　　ＦＭ信号発生回路
30　　　　送信部
40　　　　受信部
50　　　　検出・制御部
51　　　　ＣＰＵ
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さらに具体的な構成によれば、 “１”と“０”のビ
ットパターンの比較によって



【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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